
令和 3 年 3 月

令和 2 年度 令和 11 年度

１．事業概要
（１）

① 施 設

② 使 用 料

1,200 円 6,722 円

1,200 円 6,867 円

1,200 円 6,808 円平成30年度 平成30年度

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

同上

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

なし

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成28年度 実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成28年度

平成29年度 平成29年度

処 理 場 数 し尿処理場（１機場）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

該当なし

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施する施設の整備
（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含む。）、③施設の
統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

一 般 家 庭 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

し尿処理場使用料
　2.0KL未満　　　　　　　　　600円
　2.0KL以上3.0KL未満　 　900円
　3.0KL以上　　　　　　　　1,200円

平成31年4月1日法適（一部適用）

処 理 区 域 内 人 口 密 度 41.7人/ha
流 域 下 水 道 等 へ の

接 続 の 有 無
無

処 理 区 数 石垣島全域

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： 〜

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

昭和47年（48年）
法適（全部適用・一部適用）

非 適 の 区 分

別添２−1

石垣市下水道事業経営戦略

団 体 名 ： 沖縄県石垣市

事 業 名 ： し尿処理事業



③ 組 織

（２）⺠ 間 活 ⼒ の 活 用 等

（３）経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境
（１）

（２）
下水道整備に伴う水洗化人口の増加により、有収水量（し尿発生量）は減少（2018年の約39㎥が下水道整備が完了するの2050年に約3㎥に減少）する見通しである。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

※添付した「経営比較分析表」に補足事項等がある場合は記載すること。

特になし

処理区域内人口の予測
国立社会保障・人口問題研究所の推計によれば将来行政人口は緩やかに減少（2018年から2045年にかけて約5％減少）することから、し尿処理区域内（石垣島全域）の人口も同様
に減少する見通しである。し尿処理区域内人口は2018年の約34,000人が、下水道整備が完了する2050年には約2,900人まで減少する見通しである。

有収水量の予測

資 産 活 用 の 状 況

 ア エネルギー利用
   （下水熱・下水汚泥・発電等） *4

該当なし

 イ 土地・施設等利用
   （未利用土地・施設の活用等） *5

該当なし

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

⺠ 間 活 用 の 状 況

 ア ⺠間委託
   （包括的⺠間委託を含む）

処理場の運転管理業務を民間委託

 イ 指定管理者制度 該当なし

 ウ ＰＰＰ・ＰＦＩ 該当なし

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

職 員 数 正規職員10名（うち事務8名、技術2名）、会計年度任用職員3名

事 業 運 営 組 織
建設部下水道課は4事業（公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、し尿処理事業）に係る業務を行っている。
組織体制としては、業務係と施設係に分かれており、業務係で下水道使用料および受益者負担金の賦課・調定・徴収、予算・決算等の業務
を、施設係では工事関係の設計施工および管理監督、施設維持管理等の業務を担っている。



（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

組織の見通し
さらなる民間委託の活用により業務の効率化とコスト削減に取り組む。

■適切で計画的な事業執行
これまでの建設投資による元利償還費の負担が大きいこと、維持管理費が増加傾向にあることから、本市の下水道事業は厳しい経営状況にあるといえます。限られた財政の中、今後
は適正な投資計画と財政計画を基に、下水道事業を経営していきます。また、令和元年度から地方公営企業法適用しており、独立採算性及び透明性を高め、経営状況を分かりやす
くします。

■効率的な事業執行
業務の効率化とコスト削減に積極的に取り組むものとし、民間委託の活用により業務効率を高めつつ、将来的にはさらなる包括的民間委託を検討します。

■収入の確保と負担の適正化
財政基盤の強化のため、収入の確保と一般会計との負担区分の適正化を図ります。また、収入の確保のため使用料の収納率向上、滞納整理の強化に対する対策を実施します。

■水洗化の促進
公共用水域の水質保全のため、下水道未接続者への接続の推進を図ります。

使用料収入の見通し
有収水量（し尿発生量）の減少に伴い、現行料金体制のままでは使用料収入は約1/10まで減少する見通しである。
経費回収率は約２０％未満と低いことから、適正な使用料について検討する。

施設の見通し
計画的かつ効率的に⻑寿命化、改築更新を実施し、費用の圧縮と平準化を図る。



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）
※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

② 収支計画のうち財源についての説明

③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　職員給与費については、現体制をもとに、実績ベースにより算定した。
　動力費・薬品費については、将来予想される有収水量をもとに必要経費を算定した。
　修繕費については、予防修繕を計画的に行うことにより、突発的な経費の発生を抑制しており、実績ベースにより算定した。
　委託料については、複数年委託などのコスト削減に向けた取組みを行っており、今後、大幅な削減は難しいと考え、実績ベースにより算定した。

目 標

収支計画の策定の前提となる長期投資試算の結果及びそれに基づく長期目標
　本市では、MICS事業により、し尿・浄化槽汚泥を公共下水道で集約処理して、し尿処理場は将来廃止する方針である。本経営戦略におい
ては、将来の廃止を見据えて、必要最小限の改築修繕を行う投資計画を設定した。

※収支計画の策定に当たって反映した取組について具体的（対象施設、時期、金額等）に記載すること。
　　＜取組例＞
　　　　・投資の目標に関する事項
　　　　・管渠、処理場等の建設・更新に関する事項
　　　　・広域化・共同化・最適化に関する事項
　　　　・投資の平準化に関する事項
　　　　・民間の活力の活用に関する事項（PPP/PFIなど）
　　　　・防災・安全対策に関する事項
　　　　・その他
　将来の廃止予定を考慮し、必要最小限の改築修繕を実施することで、費用の圧縮と平準化を図る。

目 標

収支計画の策定の前提となる長期財源試算の結果及びそれに基づく長期目標
　必要な改築修繕を実施する際には、財源の一部に一般会計の繰入金を充当する。

　使用料については、将来予想される有収水量をもとに収納額を算定した。
　国庫補助金及び起債額については、今後10年間における整備計画をもとに歳入額を算定した。
　また、起債借入については、補助裏のみの借入を基本的な考えとした。
　一般会計繰入金については、分流式下水道に要する経費等、総務省の基準に基づく基準内繰入金及び使用料等では不足する部分を基準外繰入金として算定した。

投資・財政計画（収支計画） ： 別 紙 の と お り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

① 今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

② 今後の財源についての考え方・検討状況

③ 投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

その他の取組 特になし

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

令和元年度に地方公営企業法を適用し、会計手法を官庁会計方式から企業会計方式へ変更したところである。経営状況を明ら
かにしつつ、事後検証及び経営戦略の見直し（ローリング）を適宜行う予定である。

薬品費に関する事項 運転管理とユーティリティ管理を含めて民間委託し、経費節減に取り組んでいる。

修繕費に関する事項 老朽化に伴い修繕経費は増加する傾向にあるため、MICS事業の整備を進めるとともに、将来に廃止方針を踏まえ
必要最小限の改築修繕に取り組む。

委託費に関する事項 現在、公共下水道、特定環境保全公共下水道、農業集落排水、し尿処理場の各施設の運転管理を民間委託して
おり、可能な限り長期継続契約にて行うなど、委託費の節減に努める。

⺠間活⼒の活用に関する事項
（包括的⺠間委託等の⺠間委託、指定管理者制度、

PPP/PFIなど）
特になし

職員給与費に関する事項
職員の給与水準は、地方公務員法の給与の決定原則に基づき、人事院勧告等国及び県の動向を踏まえるととも
に、他の地方公共団体の均衡を考慮しながら、条例で定め決定し、給与の適正化に努める。
将来の整備完了後は、職員数の減員を検討する。

動⼒費に関する事項 設備の改築修繕時には、省エネルギー機器を導入するなど、可能な限り消費電力の削減を図る。

使用料の見直しに関する事項
令和元年度から地方公営企業法を適用した。経営状況を明らかにしつつ、長期的な見通しに立った適正な使用料
への見直しとして、最終的に現行の使用料から３５０％以上の増額改定を段階的に実施する。その第一段として、令
和４年４月２０％増額改定に向けて令和３年度より使用料改定手続きに取り組む。

資産活用による収入増加
の取組について

活用できる資産がなく、取組なし。

その他の取組 悪質な滞納者に対しては、差し押さえ等の措置の検討を行い、回収不能については執行停止等の処分を検討す
る。未接続対策として、既に行っている戸別訪問を強化・継続し、接続の勧奨を実施する。

投資の平準化に関する事項 将来の廃止予定を踏まえて、必要最小限の改築修繕のみ行うことで費用の平準化を図る。

⺠間活⼒の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

現在実施している民間委託を継続しつつ、将来的にはさらなる包括的民間委託を検討する。

その他の取組 し尿処理場の運転が継続するほど投資額が増えることから、MICS事業の整備を進めるとともに、経営努力をしつつ
一般会計からの繰入等で財源の確保を図る。

 （１）において、純損益（法適用）⼜は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で⿊字とならず、⾚字が発⽣している場合には、⾚字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

広域化・共同化・最適化に関する事項 MICS事業により公共下水道で集約処理する。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 （単位：千円，％）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 4,672 4,510 5,207 5,073 4,938 4,796 4,658 4,518 4,377 4,235
(1) 4,644 4,482 5,179 5,045 4,910 4,768 4,630 4,490 4,349 4,207

(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(3) 28 28 28 28 28 28 28 28 28 28

２． 24,647 24,647 24,647 21,902 21,118 21,118 21,118 21,118 21,118 21,108
(1) 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 4,647 4,647 4,647 1,902 1,118 1,118 1,118 1,118 1,118 1,108

(3) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 29,319 29,157 29,854 26,975 26,056 25,914 25,776 25,636 25,495 25,343
１． 31,641 30,732 29,823 27,487 26,203 26,612 27,022 26,521 26,930 26,420
(1) 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 26,984 26,075 25,166 25,166 24,257 24,257 24,257 23,347 23,347 22,438
5,422 5,422 5,422 5,422 5,422 5,422 5,422 5,422 5,422 5,422

2,727 2,727 2,727 2,727 2,727 2,727 2,727 2,727 2,727 2,727

573 573 573 573 573 573 573 573 573 573

18,262 17,353 16,444 16,444 15,535 15,535 15,535 14,625 14,625 13,716

(3) 4,647 4,647 4,647 2,311 1,936 2,345 2,755 3,164 3,573 3,972

２． 1,818 1,818 1,818 1,818 1,818 1,818 1,818 1,818 1,818 1,818
(1) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 1,818 1,818 1,818 1,818 1,818 1,818 1,818 1,818 1,818 1,818

(D) 33,459 32,550 31,641 29,305 28,021 28,430 28,840 28,339 28,748 28,238
(E) △ 4,140 △ 3,393 △ 1,787 △ 2,330 △ 1,965 △ 2,516 △ 3,064 △ 2,703 △ 3,253 △ 2,895
(F)
(G)
(H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

△ 4,140 △ 3,393 △ 1,787 △ 2,330 △ 1,965 △ 2,516 △ 3,064 △ 2,703 △ 3,253 △ 2,895
(I) △ 2,705 △ 6,098 △ 7,884 △ 10,214 △ 12,179 △ 14,694 △ 17,757 △ 20,460 △ 23,713 △ 26,608

(J) △ 607 △ 4,000 △ 14,877 △ 25,889 △ 36,127 △ 46,506 △ 57,023 △ 66,771 △ 76,660 △ 85,783

2,681 2,681 2,681 2,681 2,681 2,681 2,681 2,681 2,681 2,681

(K) 7,102 7,102 7,102 7,102 7,102 7,102 7,102 7,102 7,102 7,102

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 4,672 4,510 5,207 5,073 4,938 4,796 4,658 4,518 4,377 4,235

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 し た
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ ⼜ は 純 損 (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 ⼜ は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 ⼒ 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

⻑ 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

令和3年 令和8年 令和9年 令和10年 令和11年令和4年 令和5年 令和6年 令和7年

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度

営 業 収 益



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 （単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分

１． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

７． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(B)
(C) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１． 0 0 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 0 0 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

(E) 0 0 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

１． 0 0 0 409 818 1,227 1,636 2,045 2,455 2,864

２． 0 0 9,091 8,682 8,273 7,864 7,455 7,045 6,636 6,227

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 909 909 909 909 909 909 909 909

(F) 0 0 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 9,999 10,000 10,000
0 0 0 0 0 0 0 1 0 0

(G)

(H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度

区　　　　　分

20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

令和11年

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 令和9年令和3年本年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和10年

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)
他 会 計 借 入 金 残 高
企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額           (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金
利 益 剰 余 金 処 分 額
繰 越 工 事 資 金
そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)
資
本
的
支
出

建 設 改 良 費
う ち 職 員 給 与 費
企 業 債 償 還 金
他 会 計 ⻑ 期 借 入 返 還 金
他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他
計

他 会 計 借 入 金
国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金
固 定 資 産 売 却 代 金
工 事 負 担 金

計
そ の 他

令和8年 令和9年 令和10年

他 会 計 負 担 金

令和11年

企 業 債
う ち 資 本 費 平 準 化 債
他 会 計 出 資 金
他 会 計 補 助 金

本年度 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年


